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１ 見直しに至る経緯
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【平成21年の改正農地法の附則】

施行後５年を目途に検討し、必要な措置を講ずる。

平成25年

【内閣府地方分権改革有識者会議】

農地・農村部会における議論
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平成25年11月28日
内閣府地方分権改革有識者会議
（第10回）報告
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○総合的な観点でまちづくりに取り組んでいくためには、農地も含めて
土地利用全般の権限と責任を市町村が担うべき。

○中長期的には、都市と農村の土地利用に係る法体系を統合するな
ど、制度全般を見直していくことが望ましい。

○農地転用に係る事務・権限の地方への移譲は、事務の迅速化はも
とより、土地の有効活用や農業・農村の活性化につながるもの。地方
（最終的には市町村）に事務・権限の移譲等を進めるべき。

２ 部会の基本的な認識

抽
出



２ 地方六団体

農地制度のあり方に関する

プロジェクトチーム（農地ＰＴ)設置
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H26.２.13 農地ＰＴ（第1回会合）

《農地ＰＴメンバー》

[全国知事会] 鈴木 三重県知事（座長）・古川 佐賀県知事

（H27～ 平井 鳥取県知事）

[全国町村会] 白石 愛媛県松前町長・杉本 福井県池田町長

[全国市長会] 國定 新潟県三条市長・牧野 飯田市長（座長代理）

事務局：地方自治確立対策協議会（地方六団体）

地方分権対策推進本部事務局（全国知事会内）



◇農地ＰＴの位置付け
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内閣府・農林水産省

地方分権改革有識者会議

農地・農村部会

国・地方

協議の場

全国知事会 都道府県議長会・全国町村会 同町村議会議長会
・ 全国市長会 同市議会議長会

地方六団体 農地ＰＴ

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
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議論・意見の内容（抜粋）①

意見・質問 答 弁

・国の掲げた目標と実態が乖離していることは事
実である。耕作放棄地が増えたことが一番の原
因だと思う。
・農業政策の検討に当たり、現時点で取り上げ
るほどの熟度にはない。
・耕作放棄地の増加は課題だが、農地制度の欠
陥を見直しすることでは解消できない。

・市町村への権限移譲に向けた方向性を考えてい
くことが重要ではないか。
・目標設定について国と地方の乖離があれば、きち
んと協議していくことが必要である。農地確保のた
めに、どうすれば地方が責任を負った形でできるの
かという観点でＰＴでは議論した。

・農村部でも都市的な生活を一定程度保障され
ないと、農地を守る農業者も出て行ってしまう。
・単に、農地を守るという農業のことばかり考え
た議論では、現実から少し離れていくのではな
いか。

・ＰＴでも同様の議論をした。平野部と中山間地のよ
うな条件不利な所の農地を一律に考えることは難
しいのではないかと。

・各自治体における土地利用の問題点を、自ら
のまちづくりの中で対応できるよう、進めてほし
い。
・画一的に農地の確保を進めると難しい。農業
従事者の生活を守るということがなければだめ
だと思う。

・地方分権というのは、個々の地域事情に応じて考
えなければならないものだと、受け止めている。

◇全国市長会内での議論
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資料 P172



３ 農地制度のあり方（地方六団体提言）のまとめ
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H26.7.25 有識者会議 農地・農村部会

分権の制度化に向け参考とするため、地方団体代表へのヒアリング

（地方側出席者）鈴木知事（座長）、杉本町長、牧野

（有識者出席者）

柏木部会長（(株)リクルートホールディングス取締役相談役）

小早川委員（成蹊大学法科大学院教授）

高橋委員（横浜国立大学大学院教授）

辻 委員（一橋大学大学院教授）

中井委員（東京工業大学大学院教授）

人羅委員（毎日新聞論説委員）

市町村の能力、広域的な調整の必要性等を課題とする意見
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農地制度改革の動向（１） H26.8.5～H26.9.30 《詳細：資料P137～１３８》

地方３団体が、林・農林水産大臣、山口・公明党代表などに面談要
請

８月５日

８月19日 地方３団体が、新藤・地方分権改革担当大臣などに面談要請

地方３団体が、加藤・内閣官房副長官などに面談要請

地方３団体が、二階・自由民主党総務会長及び稲田・政務調査会
長などに面談要請

地方３団体が、石破・地方創生担当大臣及び谷垣・自由民主党幹
事長などに面談要請

亀岡・自由民主党農林部会長代理及び務台・総務部会副部会長な
どに面談要請

地方分権改革有識者会議第11回農地・農村部会（地方３団体及び
農水省ヒアリング）

８月25日

９月10日

９月22日

９月30日

９月30日



４ 有識者会議での議論

12

H26.9.30 有識者会議 農地・農村部会

会議内容の報道

【日本農業新聞】

○農地転用許可権限で平行線（地方分権会議）
（前略）

農地転用をめぐり市町村への転用許可権限の移譲を求める地方６団体と、地方
移譲に慎重な農水省から聞き取りを行った。

農地の総量確保の仕組みで農水省が歩み寄ったものの、転用許可制度に関して、
地方側が権限を移譲すべきだとの主張を譲らず、意見の隔たりは埋まらなかった。
（中略）

ただ、地方に権限を移譲した場合、首長が開発を優先した時に優良農地の無秩序
な開発を招く懸念は拭えない。（以下、省略）
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【時事通信】

○農水省、反対の姿勢崩さず＝農地転用の許可権限移
譲で～分権改革
（前略）

地方側が市町村への権限移譲を強く求めたのに対し、農水省は優
良農地を確保する観点などから「適切でない」と反対の立場を崩さず、
双方の隔たりの大きさが浮き彫りになった。（以下、省略）

【共同通信】

○権限移譲で主張対立 農地転用、地方と農水省
（前略）

地方側は「現行制度は現場のことを知らない国の関与が強く、判断
が出るまで時間がかかりすぎる」とし、企業誘致など地域活性化策の
障害になっていると指摘した。

これに対し農水省は（中略）、「地権者や民間企業からの開発圧力
に市町村が直接さらされることになり、農地が大きく減る」と懸念を強
調した。（以下、省略）
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議論・意見の内容（抜粋）②

農水省・有識者等の意見 地方六団体の意見

・市町村からの積み上げを基礎として、確保すべ
き農用地等の面積目標を設定することについて
は、国が定める目標を達成するために必要な農
地の確保の観点からすれば、十分に適合した枠
組みとは言い難い。

・市町村が主体的に設定した目標をそのまま国の
目標にすることを求めているものではなく、国と地
方が十分に議論を尽くし、調整を行う枠組みを提案。

・個別の農地転用許可の判断は、農地の確保と
いう観点から、許可基準に即した厳正な判断が
必要である。
・このため、地元の地権者や進出企業等の開発
意向に影響を受けにくい、現場と距離を置いた
判断ができる者が行うことが適切である。

・農地の総量確保（マクロ管理）の仕組みを充実し
つつ、個々の農地転用許可等（ミクロ管理）は市町
村が担う。
・農地を含めた土地利用の権限と責任を担うことで、
真に守るべき農地を確保しつつ、地域の実情に応
じたまちづくりを進めることができる。

・市町村間の判断の違いが出たり、適正に事務
処理できる体制について危惧される。

・この移譲は、規制緩和でなく権限の移譲であり、
基準の明確化が大切である。
・例えば、公選法の事務処理手引きのように、しっ
かりとしたマニュアルを整備することにより対応でき
る。

◇有識者会議での意見
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５ 国・国会議員への要請活動

（A議員）

・農地法の規制は、税金が投入されているからしっかりしていくこと。だか
ら、今になってそれを言うのは厳しい気がする。優良農地を開発したいだ
けだろうという危機感を持っている人がいるのが事実。

（B議員）
・市長時代、極めて開発圧力が強かった。

・農業投資があるところでやりたい、その代わりの土地を用意しますよと
いうのは、農水省は「ウン」と言わない。

（C議員）

・大事なことは理屈でわかるが、実態としてそんなに立派な首長ばかりで
はない。セーフガードが必要。
・一旦、委ねた権限を元に戻すとなるとすごく難しい。

など

要請活動における議員の主な発言（抜粋）



16

農地制度改革の動向（２） H26.10.6～H26.10.22 《詳細：資料P137～１３８》

全国市長会及び全国知事会が、平・内閣府副大臣等に面談要請10月６日

10月８日
全国知事会及び全国町村会が、宮沢・自由民主党政務調査会長代
理などに面談要請

森会長が各支部・都道府県市長会会長に対し緊急要請活動を依頼10月22日
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６ 大きな転換点
国と地方の協議の場（H26.10.21） 森会長が出席

国と地方の協議の場が開催され、本会から森会長が出席し、「地方創生の推進」、「平成
27年度予算概算要求等」、「地方分権改革の推進」について協議を行った。

協議に入り、石破地方創生担当大臣から（中略）、「地方分権の推進について」説明が
あった。
（中略）

森会長からは、（中略）市町村への農地転用許可の移譲については、政府とでも検討し
ていると聞いているが、これは地方の悲願であり、是非移譲してもらいたい。根源的なこと
として、農業政策にもっと市町村を巻き込んで一緒に考えるようにすれば、多様な政策が
出てくる、などと発言した。

最後に、安倍総理大臣から、（中略）元気で豊かな地方を創生していくためには、地方の
自主性を高める地方分権改革の推進が不可欠である。地方の皆様から農地関係を始め、
多岐にわたる提案を多数頂いている。有識者会議の議論を踏まえ、検討を踏まえ、今後、
提案の最大限の実現に向けて取り組んで行く決意である、との発言があった。

（全国市長会ホームページから抜粋）

農地転用許可等の市町村への権限移譲に関する緊急要請活動の実施
について（H26.10.22） （資料P168）

会議の総理発言を受け
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農地制度改革の動向（３） H26.10.23～H26.10.31 《詳細：資料P137～１３８》

地方３団体が、西川・農林水産大臣に面談要請10月23日

10月24日 地方３団体が、江藤・衆議院農林水産委員長などに面談要請

地方分権改革有識者会議第12回農地・農村部会10月28日

10月31日 森会長が私信を発出

・農地制度改革は、11月中旬に向けて政府の動きが１つの節目を迎える。
・現行の農地制度は、岩盤規制の最たるものである。
・地方六団体と協力し、国に対してその改革を要請してきた。

・この提言取りまとめ後は、改革の実現に向けて、全国知事会、全国町村会と連携し要請活動を行い、
農林水産大臣、地方分権改革担当大臣をはじめ、政府・与党の関係国会議員40名以上と面会してきた。

・10月21日開催の「国と地方の協議の場」で、私から「農地制度改革は改革の天王山であり、我々の一
番の悲願である。農地の総量確保について、市町村も参画してきちんと行った上で、個別の農地転用許
可について市町村に移譲していただきたい。市町村を味方にして新しい農業政策を考えていくんだとい
う雰囲気を作るためにも前向きな検討をお願いしたい」と申し上げた。

・11月中旬頃に政府の分権改革の有識者会議が農政改革の結論を取りまとめ、12月対応方針を閣議
決定するものと仄聞しており、本会として、引き続き、関係者に対して協力に要請して参ることとしている。

・市長の皆様におかれては、是非とも、様々な機会をとらえ、地元選出国会議員の先生方にしっかりとご
説明いただき、改革の実現に向けて、格別のご協力を賜りますようお願い申し上げる。

森会長の要請文



石破大臣緊急記者会見 （H26.10.31）
「まち・ひと・しごと創生に関する政策を検討するに当たっての原則

【日本農業新聞】

○「農地転用」許可権限の調整指示
石破創生相「分権ありき」否定

石破地方創生担当相は31日、地方創生のための「総合戦略」の策定に

向け、（中略）各省に調整を指示した。農業関係では農水省と内閣府に対
し、地方６団体が権限移譲を要望している農地転用許可制度への対応を
求めた。 （以下、省略）

【共同通信】

○農地転用、検討加速を指示 地方創生で石破氏
石破地方創生担当相は31日、地地方分権改革の一環として自治体の

要望が強い農地転用許可の権限移譲に関する結論を急ぐよう農林水産
省と内閣府に指示した。石破氏は記者会見で「断定的に方向性を申し上
げる段階ではないが、ずっとある議論であり何らかの結論を見いださない
といけない」と強調した。（以下、省略）
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農地制度改革の動向（４） H26.111.12～H26.11.13 《詳細：資料P137～１３８》

経済委員会・農業政策を考える小委員会合同会議11月12日

11月13日 理事・評議員合同会議

牧野・飯田市長及び黒田・玉野市長が、あべ・農林水産副大臣など
に面談要請

11月13日



第47回衆議院議員総選 （H26.12.14）
第３次安倍内閣発足 （H26.12.24）

国と地方の協議の場（H27.1.9） 森会長が出席
○石破大臣農地転用事務について、地方六団体から権限移譲に対する強い

要望があることは承知している。政府内において精力的に調整
を進めているところ。

○森会長 農地制度改革は色々精力的に検討して頂いていることはよく分か

った。これは、私どもにとって岩盤規制のモデルというか地方創生
の行方を占う試金石というふうに思っている。今までの取り組みに
感謝申し上げながら、なお一層よろしくお願いしたい。

自民党・公明党圧勝
政権継続
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議論・意見の内容（抜粋）③

◇農林水産省
食料・農業・農村政策審議会 地方意見交換会（関東ブロック）H27.1.13

◎全国市長会経済委員長の立場で発言 （地方自治体代表）

・全国の耕作放棄地を合わせると、約40万ha位となっており、滋賀県くらいの面
積になると言われている。さらに、これから人口減少時代の中で、耕作放棄地が
増加していく可能性が高い。

・農地に一番近いところで、こうした状況を見ている市町村は、しっかりと対応し
なくてはならない。国や都道府県と一緒になって、その責務を果たさなければな
らない。

・平成21年の農地法改正の附則の中で、５年後を目途に、この地方分権の観点
や農地確保の観点から見直しを検討するとされていたことから、全国知事会、全
国町村会、そして、私ども全国市長会による地方六団体のプロジェクトチームが
中心となって、約半年の議論を経て「農地制度のあり方について」を作成し、地方
六団体が一枚岩となって提言したところである。



23

議論・意見の内容（抜粋）③の続き

・この提言では、実効性のある農地の総量確保の仕組みを構築していこうという
考え方を「マクロ管理の充実」という形で示すとともに、個別の農地転用許可等、
ミクロ管理については、総合的なまちづくりの観点から、現場を熟知している私ど
も基礎自治体、市町村に権限を移譲していただけないかと提案したものである。

・これは、ただ権限を求めるというものではなく、また、規制緩和を意図するもの
ではない。国の基準を守りながら、農業・農村の持続的発展という責任を地方と
しての立場から果たしていくことを提案した。

・国と地方が協力し、必要な農地をしっかり確保することによって、農業・農村を
何とか維持、発展させることができないかという想いを込めている。

・地方創生が叫ばれているが、農村にとっては農業はとても大事な働く場所であ
り、農業振興が人口減少対策の柱ともなり得るものと認識している。その受け皿
づくりとして、地方における取組を、ぜひ国と地方が一緒になって考えていきたい。



農地転用許可の地方への権限移譲

閣 議 決 定（H27.1.30）

地方分権一括法案提出
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資料 P22
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７ 施行に向けた取組
○『農地転用許可権限に係る指定市町村の

指定基準等に関する検討会』における議論

【地方側出席者】 鈴木三重県知事・杉本池田町長・林横浜市長・牧野

【有識者委員】楜澤委員長（早稲田大学教授）・安藤委員（東京大学大学院教授）

岩崎委員（福島大学教授）・小早川委員（成蹊大学教授）

中井委員（東京工業大学大学院教授）・柚木委員（全国農業会議所事務局長）

○『確保すべき農用地等の
面積の目標等に関する国と地方の協議の場』における議論

【地方側出席者】 鈴木三重県知事・杉本池田町長・林横浜市長・牧野

【農林水産省 代表者】 伊藤良孝 農林水産副大臣
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農地制度改革の動向（６） H27.4.7～H27.8.17《詳細：資料P137～１３８》

行政委員会・地方分権改革検討会議・経済委員会・農業政策を考え
る小委員会 合同会議

４月７日

５月21日 農地制度のあり方に関するプロジェクトチーム（第７回）

６月５日

６月19日 「第五次一括法」の成立に対し地方六団体会長が共同声明を発表

農地制度のあり方に関するプロジェクトチームワーキンググループ
（第４回）

７月10日

８月５日

８月17日

農地制度のあり方に関するプロジェクトチームワーキンググループ
（第５回）

農地制度のあり方に関するプロジェクトチーム（第８回）

農地転用許可権限に係る指定市町村の指定基準等に関する検討
会（第１回）
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農地制度改革の動向（７） H27.9.3～H27.12.7《詳細：資料P137～１３８》

９月３日

９月16日

10月８日

11月５日 確保すべき農用地等の面積等に関する国と地方の協議の場

11月10日

11月11日

12月７日

経済委員会・農業政策を考える小委員会合同会議

「確保すべき農用地等の面積の目標等に関する国と地方の場での
議論を踏まえ、地方六団体として留意を求める事項」を提出

農地制度のあり方に関するプロジェクトチームワーキンググループ
（第６回）

農地制度のあり方に関するプロジェクトチーム（第９回）

農地転用許可権限に係る指定市町村の指定基準等に関する検討
会（第２回）

農地転用許可権限に係る指定市町村の指定基準等に関する検討
会（第３回）

９月10日 「指定市町村の指定基準の検討会について」に対する意見を提出
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「指定市町村の指定基準（とりまとめ案）」について
留意すべき事項（要点） 《H27.11.10 検討会地方委員提出》

資料 P155

○食料の安定供給や国土の保全等の多面的機能を果たしている有限で貴重な
資源であるという観点等、全国的な立場から「確保すべき農用地等の面積の目
標等の基本的な方向」を定めることは十分に理解するが、指定市町村を定める
農用地等の面積の目標については、各団体が算定した数値を十分に尊重すべ
きである。

○国は、許可基準の明確化、事例集の作成、研修及び日頃の相談に適時・適切
に対応できる体制の充実を図り、指定市町村を適切に支援すべきである。

○意欲のある自治体については、規模の大小に関われず指定を受けることがで
きるよう十分に配慮すべきである。

○指定市町村の指定手続きについては、指定申請に係る書類を簡素化するな
ど、市町村に過度の事務負担を強いることがないよう配慮すべきである。

○指定市町村の指定手続きに係るスケジュール等を早期に示すとともに、指定
申請に係る事務作業等に必要な時間を十分に確保するべきである。
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確保すべき農用地等の面積の目標等に関する国と地方の協議の場での議論を
踏まえ、地方六団体として留意を求める事項とその回答（抜粋）

地方六団体としての考え方 回答（農林水産大臣）

・国の目標と基準により積み上げた都道府県の
目標面積に相違がある場合、地域の実情や地
方の意思を尊重し協議すべき。

・都道府県の意見を聞きながら対応する。
・独自の算定根拠には、十分な説明をお願いする。

・荒廃農地の発生のすう勢は、現実を踏まえた
ものとすべき。すう勢を過小に見積もることがな
いようにすべき。

・すう勢では織り込みがたい荒廃農地面積の増加
が見込まれる場合、独自に考慮すべき事由として
算定をお願いする。

・集団的農地の内、基盤整備実施済みの全ての
白地農地を編入は、すう勢から乖離している。

・農振法改正により、基盤整備済みの集団的農地
は編入するという考えに沿ったもの。
・地域の実情を踏まえる算定も可能。

・農地中間管理機構を活用した担い手への農地
集積は、一律の算定方法では過大となる。

・地域の実情を踏まえた算定を行う際は、十分な説
明を願う。

・再生可能な農地には、再生困難と見込まれる
荒廃農地が含まれるため、過大な施策効果を見
込むことになる。
・地方も自治体独自の補助制度、自助努力によ
る再生に努め、それらの効果も見込む所存であ
る。

・御懸念の向きを踏まえ、地域の声に十分に耳を傾
けていく所存であるが、独自の算定を行う際には、
十分な説明をお願いしたい。

資料 P159
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資料 P1
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農地転用許可等に係る指定市町村の指定基準の基本

①優良農地を確保する目標を定めること

②農地転用許可等を基準に従って適正に運用すると認め
られること

③農地転用許可制度等に係る事務処理体制が整っている
と認められること

資料 P３～１２
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８ 取組のポイント

①地方（全国知事会・全国町村会・全国市長会）
が一枚岩となった取り組み。

②地方からの提案（ボトムアップの改革）

③国と地方の議論の場が実質的に機能
⇒ 国との信頼関係の構築

④市町村への権限移譲の道が開かれた。
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＊まとめ
◎この改正農地法は、

・国と地方が責任を共有し、実効性のある農地の総量確
保の仕組みを構築するとともに、個別の農地転用許可等
については地方が担う。

・権限移譲であって規制緩和ではない。

◎多くの市町村が権限移譲を受け、取り組むこと
⇒ 実績の積み重ねによる国との信頼関係の構築
⇒ 次のステップへ

◎制度運用に関して、
これまでの協議で積み上げ、合意した事項のモニタリング
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ご清聴ありがとうございました


